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【目的】本研究は，2003年度からスタートした「精神保健の知識と理解に関する日豪共同研究」の

一環で，日豪両国民更に，国内では医療専門職スタッフの精神保健に関する知識・理解・態度を把握

し，それらを改善する啓発活動の指針を得ることを目的とした．

【方法】ICD-10に則って作成されたうつ病・統合失調症ヴィネットを呈示しながら各事例への知

識・理解と態度，及び被験者自身の健康状態，精神保健に係る他の知識などの質問項目約120項を含

む調査票に従って，日本では全国25地域で無作為に抽出した対象者2,000人（20～69歳）の自宅で

面接調査し，豪州は4,000人の一般人（18歳以上）を対象に同様の面接調査を行った．日本では更

に，専門職約4,500人（精神科医，一般開業医，看護師，作業療法士，精神保健福祉士など）を対象

に郵送法で調査した．

【結果・考察】日本では豪州と比 しうつ病・統合失調症のいずれにおいても認識度が低く，それ

に伴って人的資源・必要な薬剤・治療手段，および情報源に関するものに幾つかで差異が生じていた．

また，専門職での調査においては，看護師での認識度の低さを始めとした各職種間のギャップが存在

した．精神疾患が疑われる事例への「接触」に関する回答では，心理社会的距離を数値化した評点

（SDS）が日本において高くなっており社会的距離の大きさが目立ったが，偏見や差別感を表面的に

認識していないことが明らかになった．特に，日本では慢性統合失調症に対するSDSが最高であっ

た．ただ，当人あるいは周辺に類似した体験をしていると，SDSなどは明らかに改善されていた．

調査データの分析結果をもとに，豪州で近年継続的に展開されてきたうつ病に係る啓発活動の成果を

明らかにして，豪州における啓発活動の日本国内への導入・適応可能性を考察すると共に，新たな啓

発活動指針および同モデルの開発を検討する．

は じ め に

海外での精神障害へのスティグマや偏見に関す

る研究として，Link らによると精神疾患の患者

というラベルによって社会的な地位，職業，収入，

患者自身の自尊心が影響をうけることを明らかに

した．また，Jormら は，一般人と専門家とに

「うつ病」と「統合失調症」の症例を提示し，い

かなる治療が効果的かを尋ねたところ，専門家は

専門的治療が有効であると答えたのに対し，一般

人の多くは食事療法，ビタミンやミネラルの摂取

が効果的であると，回答していた．さらに

Lamontagne は，一般人が精神科医と臨床心理

士に対するイメージを調査して，精神科医のイメ

ージは，臨床心理士に比べかなり悪いと報告して

いる．精神障害への否定的態度は患者のみにとど

まらず，精神科医療そのもの，さらにはそれに従

事するものにまで及んでいると思われる．こうし

た精神科医療に対する否定的態度は受診を遅らせ，

早期発見，早期介入を難しくし，家族の機能障害

に加え，その後の転帰にも影響を与えると考えら

れる．また，精神障害者へのイメージについて，

Wahlらによれば，攻撃的で，結婚はせず，職も

持たず，容易に混乱しやすく，危険であるという

マスメディアの報道が行われており，これは実際
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の患者像とは異なったもので，マスメディアが精

神科医療への悪影響を与えていると報告している．

さらに，オーストラリアで作成された「Spin-

ning out」というビデオ番組では，精神障害者の

否定的側面（暴力的で逸脱行動を伴う）が誇張さ

れており，オーストラリア内では，こうした番組

が多く作られていることをSignorielli は伝え

ている．

近年，精神科医療全体が改善しつつあると言わ

れているが，精神科医療に対する一般の人のイメ

ージがどのような現状であるか調査した結果につ

いて述べ，今後の研究調査展開にむけての問題点

を示唆する．

調査の方法と対象

1. 調査の目的

この研究は「精神保健の知識と理解に関する日

豪比 共同研究」というテーマであり，1998年

から日豪両国間で保健福祉協力に関する Japan-

Australia Partnershipの第二段階研究の一部と

して2003年度から「自殺，そして精神保健の知

識理解を高める方策」を日豪両国で推進するため

にスタートした．日豪両国民更に，国内では医療

専門職スタッフの精神保健に関する知識･理解･態

度を把握し，それらを改善する啓発活動の指針を

得ることを目的として有効な施策に資する情報の

確立を目指した．これまでのわれわれの調査成果

については，すでにいくつか報告 の機会を

得ている．

2. 調査の対象者

調査の対象によって，大きな二つの調査から構

成されている．

・一般住民調査：調査対象者宅を訪問の上，精

神保健の知識と理解に関する日豪比 研究調査票

をもとに面接を施行（平均面接時間は約15～20

分）した．全国25地点（首都圏，近畿圏，東

北・北関東，静岡・愛知，北九州・長崎などか

ら）を選んで，総数2,000人（20～60歳）に在

宅訪問のうえ面接した．

・医療専門職スタッフ調査：医療専門職として，

精神科医，一般医，看護師（一般看護師，精神科

看護師），精神保健福祉士，心理療法士，作業療

法士の所属する学会に協力を依頼した．協力の得

られた学会から学会員を無作為抽出し，精神保健

の知識と理解に関する日豪比 研究調査票を改変

したものを郵送により調査を行った．

3. 調査の方法

「精神保健の知識と理解に関する日豪比 研究

調査票」を用いており，前述のように一般住民に

対しては，対面調査を，医療専門職については，

郵送による調査を行った．調査の票は約120項の

設問項目から構成されており，その内容について

は以下のとおりである．

・IDセクション（年齢・性・婚姻状況・住

所・学歴）．

・呈示症例（うつ病2例，統合失調症2例）に

ついて．

・考えられる病名，最適な支援とは，薬物・治

療法の有用性，最適な専門家の援助を受けたと

き・受けなかったときの転帰，治療後の社会生活

についての予測，考えられる原因，症例に対する

被験者自身の対応・一般的な対応，など．

・被験者自身における心身の健康状態．

・精神疾患（例：うつ病）に関するメディアで

の情報について．

なお，倫理面への配慮に関しては，長崎国際大

学人間社会学部倫理委員会における承認を得て行

った．

結 果

1. 調査対象者の構成

15年度に行った一般住民調査については，全

国25地点（首都圏，近畿圏，東北・北関東，静

岡・愛知，北九州・長崎など）の在宅を調査員が

訪問し，対象者へ調査の趣旨を説明し，理解・協

力を得られたケースについて対面調査を行った．

16年度に行った医療専門スタッフ調査では，い

くつかの学会に協力を依頼し，理解と協力の得ら
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れた学会について，学会員を無作為抽出し，郵送

にて調査を行った．保健医療に関わる専門職の

「精神保健の理解と態度」について，同一の調査

票を活用して調査した．調査は関係学会・協会へ

の調査協力承諾を得て行い，最終的に6学会（協

会）の協力のもと総数1,392人（医師261人，他

はコメディカルスタッフ）からの回答を得た．全

調査対象者の構成を，表1に示す．

2. 国内調査の結果

症例（うつ病事例もしくは統合失調症事例）を

呈示された際の，日本の一般住民におけるうつ

病・統合失調症の事例への認識度はそれぞれ

28.8%，25.3%であった．

さらに，医療専門職スタッフにおける統合失調

症とうつ病に対する事例の認識度は精神科医（そ

れぞれ 68.0；71.1%），プ ラ イ マ リ ケ ア 医

（59.2；63.0%），精 神 保 健 福 祉 士（75.9；

70.4%），作業療法士（73.4；72.0%），一般看護

師（32.8；36.1%），精 神 科 看 護 師（37.2；

29.1%）であった．一般看護師および精神科看護

師の認識度は，一般住民に比 しては若干高いも

のの，他の医療専門職種に比 し，低く現れてい

る．

その他，国内の一般住民と医療専門職を対象と

した調査について得られた結果を下記にまとめる．

①一般人における精神疾患の認識は年齢・地域

別に異なること．

②専門職にあっても精神疾患の認識は大きく異

なること．

③人的資源としてカウンセラーの有用性が精神

科医以上に高く期待されていること．

④精神障害の治療や支援にとって有用な方策は

一般人の中では曖昧で「分からない」の回答が多

くなる．

⑤精神障害に対する考えには個人的なとらえ方

と社会的なとらえ方との間に大きな差異があるこ

と．

⑥精神障害に対する偏見差別は一般人だけでな

く専門職にあっても少なくないが，特に統合失調

症では著しい．

3. 日豪比

日豪で開発した本研究用の調査票を利用して，

15年度は日豪両国における一般国民の精神保健

に関する知識と理解及び態度を訪問調査して把握

し特徴を明らかに把握した．日本では2,000人

（男女20～69歳）を対象に全国25地点で調査を

実施し，豪州では4,000人を対象に実施された．

両国でそれぞれに集計解析して特徴を確認した．

次に，日豪両国でデータに係る心理社会的・文化

的影響あるいは相違点を考慮しつつ比 討論を深

め，両国における精神保健行政への具体的なフィ

ードバックを検討した．

(1)事例の認識率

呈示されたうつ病・統合失調症の事例の認識率

表1 対象者構成

20代 30代 40代 50代 60代

一般住民 400 400 400 400 400

精神科医 2（1.3) 25（15.9) 45（28.7) 40（25.5) 45（28.7)

一般医 0（0) 8（9.1) 20（22.7) 25（28.4) 35（39.8)

精神保健福祉士 114（31.2) 112（30.7) 76（20.8) 48（13.2) 15（4.1)

作業療法士 183（54.8) 108（32.3) 34（10.2) 5（1.5) 4（1.2)

精神科看護師 18（10.5) 39（22.7) 67（39.0) 46（26.7) 2（1.2)

一般看護師 84（32.7) 68（26.5) 71（27.6) 33（12.8) 1（0.4)

計 801 760 713 597 502
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について（図1），豪州の71.3%及び38.7%と比

し，日本の一般人におけるうつ病・統合失調症

の事例への認識度はそれぞれ28.8%，25.3%に

過ぎず，認識度の低さが目立っていた．

(2)病因

各々の事例の病因の可能性についての回答では，

豪州では，日本と同様に日々の問題（ストレス，

家族の口論，仕事上の困難，経済的困難等），近

親者・親友の死，トラウマ的出来事（大火，重大

な交通事故，強盗侵入等），幼少時の問題（虐待，

崩壊家庭等）を可能性のある原因として考えてい

る一方で，ウィルスや他の感染症，遺伝による影

響も重視していることがわかる．日本では，神経

質，性格の弱さが重視されていることと大きな違

いがある（図2，3）．

(3)経過

これらの事例の経過については，自殺を予想す

る回答が日本では，豪州に比べて急性統合失調症

事例を除いて低かった．しかし，「交友関係が乏

しくなること」は，豪州と比 して高い割合を示

した（表2）．

(4)治療に関連すること

まず，有効な人的資源の支援について日豪間で

大きな違いを見ることができる（表3）．両国で

カウンセラーへの期待は高い（82.2～88.6%，日

本においてが高く評価の傾向）が，オーストラリ

アでは一般（開業）医も極めて高い評価を得てい

た（うつ病に対して84.1～87.3%，統合失調症

では約76%など）のに対して，日本での一般開

業医への期待は約20～30%と極めて低いレベル

に止まっている．精神科医に対する期待は両国間

で約65～80%と大差を見ない．なお，家族によ

る支援への期待感は，いずれの事例でも日本人に

高い．日本で目立たない電話相談サービスや聖職

者への期待，および薬剤師に対してなどは，逆に

豪州において高いという違いも認める．

治療手段に関しては，薬物を含めて，標準的な

精神科的介入に対して日豪共に必ずしも高い評価

が得られていない（例えば，精神科病棟への入院

や電気けいれん療法の活用など）．オーストラリ

アにおいて，より身体的側面からみた支援あるい

は介入，例えば強壮薬や漢方薬（ビタミン・ミネ

ラル・強壮剤，または漢方薬，約33～50%）へ

の期待がある程度認められたり，身体の積極的な

活動（もっと積極的に体を動かすこと，うつ病で

は約92%，統合失調症では約80～87%)；出歩く

こと（もっと外出したり出歩くようになること，

同じく87～90%，76～87%)；リラックスの学習

（リラクゼーション，ストレスマネージメント，

瞑想，あるいはヨガなどの学習に出席すること，

図1 事例の認識率
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図2 うつ病事例の原因

図3 統合失調症事例の原因
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同じく約84～85%，69～77%)；全くの断酒（完

全にアルコールを断つこと，約53～66%)；特別

なダイエット（特別なダイエットを続けたり，特

定の食物を避けること，約39～48%）などへの

関心の高さが見られたことは極めて興味深い．こ

れに対して日本では，せいぜい身体の積極的活動

（約70%），出歩くこと（約61～72%）が目立つ

程度である．精神療法については，日豪共に統合

失調症で高く評価されていた（約60%）ことも

注目される．

(5)接触

こうした問題を抱えた事例との接触について考

えを聞いたものを，表4にまとめた．質問項目に

対して，強い否定的見解を示した割合を表してい

る．豪州では「親しい友人になっても良い」，日

本では「近くで仕事を始めても良い」に対する拒

否感は最低である．しかし，ほとんどの項目にお

いて日本における否定的考えは，豪州を上回って

いる．この接触に関する5項目への回答から，

Social Distance Score（SDS）を計算しグラフ

化したものが，図4である．このスコアが高いほ

ど，社会的距離が大きいことを示しており，豪州

と比 しすべての事例において日本のスコアは高

いことがわかる．

(6)差別

地域の住民から事例は差別されると思うかとい

う問いに対して，日本，豪州両国において，うつ

病に比 して，統合失調症の事例について差別さ

れると答える割合が高かった（図5）．さらに，

各々の事例についてオーストラリアでは「差別さ

れる」と答える割合が，60%を越え多くを占めた

のに対して，日本においては，「差別される」と

いう回答は，希死念慮を伴わないうつ病，希死念

慮を伴ううつ病，急性期統合失調症，慢性期統合

失調症では，それぞれ27.6%，32.6%，44.8%，

62.6%で低く，一方わからないという回答が，

20%前後を占める結果であった．

考 察

これまでのわれわれの調査研究から得られた結

果をまとめる．

①一般人における精神疾患の認識は，特にうつ

病において日本で低く，日豪両国で大きく異なっ

ている，及び他の精神疾患との識別が不十分であ

る．また年齢別・地域別でも異なる．

②専門職にあっても精神疾患への認識は大きく

異なり，看護職で著しく低い．人的資源としてカ

ウンセラーの有用性が大きく期待される．精神疾

患の治療や支援にとって有用な方策は一般人では

「曖昧」で「分からない」の回答が多くなる．差

別の認識が十分ではないと思われる．

③精神疾患に対する偏見・差別は一般人だけで

なく専門職にあっても少なくないが，特に統合失

調症では全体的に著しい．疾患による違いが認め

られる．

④精神疾患と自殺の関連を考える頻度は，豪州

と比 すると，日本では明らかに低い．最近わが

国では，自殺の問題がクローズアップされている

にもかかわらず，その認識は十分とは言えない．

⑤精神疾患に対する考えには個人的なものと社

表2 事例の経過

うつ病 統合失調症

希死念慮なし 希死念慮あり 急性 慢性

日本 豪州 日本 豪州 日本 豪州 日本 豪州

自殺を企てそう 16.8 18.4 23.8 34.4 18.8 18.4 18.6 34.4

交友関係が乏しく

なりそう
29 13.1 28.4 24.9 31.2 13.1 31.4 24.9

暴力的になりそう 4.8 5.2 4.2 12.1 10 5.2 11.6 12.1
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表3 有効な人的資源・治療薬物・治療手段

うつ病 統合失調症

希死念慮なし 希死念慮あり 早期 慢性

日本 豪州 日本 豪州 日本 豪州 日本 豪州

人的資源

一般開業医 30.4 87.3 26.0 84.1 19.0 76.7 22.8 76.3

薬剤師 6.8 35.4 6.6 33.2 4.2 23.6 4.2 28.1

カウンセラー 85.8 82.2 87.6 85.5 87.0 85.0 88.6 83.1

ソーシャルワーカー 73.4 62.8 70.2 67.2 68.4 68.4 75.2 79.1

電話相談サービス 42.4 63.5 49.8 66.2 35.6 56.6 29.6 47.5

精神科医 69.4 65.0 72.4 71.3 73.0 80.5 79.0 80.2

臨床心理士 56.6 66.9 51.2 69.7 56.2 73.6 65.2 74.9

家族 85.0 67.9 84.2 64.8 76.8 62.7 80.4 61.4

親友 84.8 78.2 83.2 77.1 70.4 73.0 70.2 72.0

自然療法家 11.2 34.9 14.8 31.8 8.4 23.7 9.0 19.4

聖職者 13.6 45.3 20.0 51.7 11.6 37.2 16.2 42.9

本人（の対処） 24.4 13.1 20.4 9.7 22.4 11.4 21.4 11.8

治療薬物

強壮剤／漢方薬 20.2 50.2 16.4 43.7 10.6 31.3 12.4 33.2

鎮痛薬 4.4 14.8 3.6 12.8 4.2 7.3 4.6 10.2

抗うつ剤 34.8 46.7 36.0 52.5 38.6 49.9 39.8 42.6

抗生剤 6.2 10.4 6.0 7.9 4.8 4.0 8.4 6.4

睡眠薬 31.6 23.9 26.2 21.9 21.4 18.1 24.8 11.6

抗精神病薬 22.6 11.2 21.8 16.5 30.2 33.1 41.2 38.2

精神安定剤 38.4 13.8 37.0 13.8 38.4 17.2 45.4 15.3

治療手段

身体の積極的活動 69.4 92.0 73.4 92.5 73.4 87.4 70.6 79.6

書籍から学ぶ 60.0 79.3 59.4 79.8 57.6 79.6 46.8 74.7

出歩くこと 67.0 87.0 72.0 90.3 67.2 87.1 61.6 76.5

リラックスの学習 38.2 83.6 41.2 85.3 26.2 77.1 29.4 68.7

全くの断酒 10.0 56.0 14.2 59.8 18.6 66.1 17.2 53.4

精神療法 49.0 44.1 48.2 50.4 53.8 59.1 67.0 62.3

催眠療法 28.0 22.4 28.8 23.9 22.4 29.9 33.2 30.9

精神科への入院 13.6 16.4 12.0 20.2 22.0 31.9 30.0 37.8

電気けいれん療法 2.2 5.9 1.4 7.2 1.4 6.4 1.4 6.5

時々の飲酒 31.4 44.4 25.0 41.8 15.2 31.1 20.0 27.3

特別なダイエット 5.6 48.3 6.0 45.6 4.4 42.1 4.4 39.3
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会的なものとの間に大きな差異がある．精神疾患

への態度の使い分けがあり，時間，場面などによ

りその態度の変動性が示唆される．

⑥日本では豪州以上に精神疾患事例との接触に

拒否的でありSocial Distance（社会的距離）が

大きい．差別の認識が希薄であるものの，実際の

接触については拒否的であることが示唆された．

⑦精神疾患事例に対する差別感は，日本より豪

州において目立っていたが，これは差別がどのよ

うなものであるかという理解と認識が行われてい

る結果と考えた．

さらに，当事者もしくは当事者の近くにいる場

合においては，非当事者に比 して心理社会的距

離は小さくなり，また適切な判断がなされる場合

表4 事例との接触に関する否定的意見

うつ病 統合失調症

希死念慮なし 希死念慮あり 急性 慢性

日本 豪州 日本 豪州 日本 豪州 日本 豪州

隣に引っ越してもよい 30.4 11.7 33.2 11.1 38.2 15.1 52.8 25.2

一晩付き合ってもよい 24.6 10.9 21.6 12.2 30.6 15.1 47.8 26.1

親しい友人になっても

よい
16.4 8 17.8 9.3 22.6 12 35.4 19.7

近くで仕事を始めても

よい
13.8 21 15.6 20 17.2 23.7 21.6 33.6

結婚して家族になって

もよい
43.2 28.8 43.8 33.9 47.2 39.3 61.8 53

図4 Social Distance Scoreの比
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は，適切な判断がなされない場合と比 して差別

を認識することもできることも明らかとなった．

以上の成果を更に解析検討し，豪州における普

及啓発活動の視察調査，討論を行い，従来から指

摘される精神障害（者）へのイメージについて確

かなエヴィデンスを提供し，わが国における普及

啓発活動への指針を探り，現在日本で行われてい

る精神保健啓発活動のいくつかの問題点を以下に

示す．

・うつ病やひきこもりなどのNPO組織は存在

するが，コミュニティベースの活動が中心である．

・情報提供が統一されていないために，情報の

混乱が生じやすい．

・ターゲットが絞られていない．

・精神保健啓発活動は行われるが，全国規模で

継続的なものが少ない．

・教育現場における精神保健のあり方．

・スティグマに関する公正な監視活動の不在．

最 後 に

以上を踏まえて，今後期待される啓発活動につ

いて検討した．

①すでに豪州で行われている啓発活動を振り返

ってみて，わが国においても同様に啓発活動の継

続性と広範性が必要であろう．われわれはすでに，

数々の情報の提供手段（ドキュメント，放送，イ

ンターネット，講演会等）を持っている．これら

を補完的活用することで，より広く正確な情報提

供ができる．また，単発による啓発活動は数多く

存在するが，組み合わせることによって継続的キ

ャンペーン活動が可能となるだろう．

②広範な情報提供が必要な一方で，ターゲット

を絞った啓発活動も重要であると考える．年齢，

地域，職場，学校などのフィールドにてそれぞれ

のターゲットに必要な情報を適切に提供すること

が望まれる．

③提供する医療情報の管理も重要であると思わ

れる．提供する医療情報の内容の吟味や，疾患毎

の情報の提供のあり方の検討が必要であろう．

④プライマリケア医の重要性も今回の調査から

指摘されている．連携の必要性についてはすでに，

理解しているものの具体的連携のあり方について

図5 事例に関する差別
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は，いまだ問題を抱えている．またプライマリケ

ア医自身のスティグマも問題であり，これを軽減

する意味でも，教育プログラムの充実が望まれる．

こういった教育・対話の場を利用して，精神科医

とプライマリケア医の連携を深めることも期待さ

れる．

豪州では大規模な啓発組織が確立されており，

相応の成果を上げてきている．われわれは，本調

査研究を通して，両国における精神保健行政の実

際および啓発活動の対比を行い，その中で有効な

啓発方法を開発する明確な手がかりを得た．今後

これらの調査が，精神保健，精神障害に関する知

識・理解を深める機会になり，差別・偏見の軽減

に役立つことができれば幸いである．
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